
【業務部門】 
 
   （2005）       （2011）  （△6%） 
    610万t  →   575万ｔ （△35） 
 

・省エネ対策等により削減傾
向 
・2011年度は節電の取組等で
電力消費量が減少（△7.9%）

したが、電力原単位の悪化に
より排出量は増加（＋7.9%） 

・建物の省エネ化の促進等が
課題 
 

【産業部門】 
 
 （2005）          （2011）（△13%） 
 1,347万t→1,178万ｔ（△169） 
 

・経済の縮小とともに製造業
のエネルギー消費量が減少
し削減傾向 
・2011年度は震災の影響もあ

りエネルギー消費量が減少
（△0.2%）したが、電力原単位

の悪化により排出量は増加
（＋7.3%） 

・中小企業の省エネ対策の徹
底が課題 

0 500 1,000 1,500 

2011年度 

2010年度 

2009年度 

2008年度 

2007年度 

2006年度 

2005年度 

産業部門 

0 500 1,000 

業務部門 

【家庭部門】 
 
  （2005）     （2011）（＋22%） 
    762万t  →  931万ｔ （＋169） 
 

・家庭用機器の大型化・多様
化、世帯数の増加等により増
加傾向 
・2011年度は節電の取組等で
電力消費量が減少（△7.3%）

したが、電力原単位の悪化に
より排出量は増加（＋9.8%） 

・家庭の省エネ対策の徹底が
課題 

【運輸部門】 
 
  （2005）      （2011）（△5%） 
  1,049万t  → 997万ｔ （△52） 
 

・自動車対策等により微減傾
向 
・2011年度は自動車の燃料消

費量が減少して、排出量が減
少 

・次世代自動車の普及拡大が
課題 
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温室効果ガス排出量の公表について  
環境部 温暖化対策課 

１． 2011年度（平成23年度）の温室効果ガス排出量（速報値）【4,218万トン／年】  

２．温室効果ガス排出量の内訳 

  

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

       

さらに２３．２％の削減が必要 

猛暑（彩のかがやき） 
経済活動回復 

原発順次停止 
排出量取引開始 

ナビゲーション 
基準年 

(速報値) 

ナビゲーション 
2020年度 
目標 

＋４．９％ 
原発事故の影響を 

除いた場合 3,927万ｔ 

＋５．１％ 

2011年度のポイント 

「火力発電によるCO2排出量増(※)」が「企
業・家庭の省エネ努力」を大幅に上回った。 
 ※発送電時のCO2排出量が23.7％悪化 

全体 電力 全体 電力 

対前年度増減率 

エネルギー消費量 

主な施策によるCO2削減量 

産業部門・業務部門 

目標設定型排出量取引制度（558事業所） 
CO2排出量合計 △24万t 

家庭部門 

・住宅用太陽光発電累積    11.8万t （58,374基）  

・夏の電気ダイエット（1か月）   0.1万t （1.6万世帯） 
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（800万t） （513万t） （991万t） 

CO2排出量 

＋5.2% 

部門別の主な増減要因と今後の取組 
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1,178万t （1,085万t） 
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